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番

号 
具体的取組 工程 令和３年度 取組実績 

取組 

達成度 

取組状況 
担当課 

成果と課題、今後の方向性等 

Ⅰ ～「協創」の取組を進め、県民に成果を届けるために～【スマート改革の推進】 

1 ① ①「挑戦する風

土・学習する組

織」づくり 

②  

 

取組項目 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 

□改定した「三重県

職員人づくり基本

方針」に基づく人材

育成 

 

□「挑戦する風土・学

習する組織」に向

けた業務改善取組

の見直し 

 

□柔軟かつ弾力的な

勤務形態の検討 

    

＜改定した「三重県職員人づくり基本方針」に基づく人材育成＞ 

「三重県職員人づくり基本方針（令和２年３月改定）」をふまえた 

重点的な取組の実施 

・面談・対話を重視したマネジメントに関する研修のプログラム

検討、実施（４月～８月） 

・新任次長級職員を対象とした、部下である管理職への指導・

助言をテーマとした研修のプログラム検討、動画研修の実施（４

月～８月） 

・新任係長、新任班長及び新任所属長等の職責に応じたマネジ

メント能力の向上に向けた研修のプログラム検討、動画研修の

実施（４月～10月） 

 

＜「挑戦する風土・学習する組織」に向けた業務改善取組の見

直し＞ 

・職員提案制度の新たな運用（４月～） 

・ＭＩＥ職員力アワードの優良事例等の水平展開を進めるため、

応募事例のデータベースの活用や優良事例等について、ポータ

ルサイトやメールマガジンへの掲載、職員研修等での紹介な

ど、様々な機会を活用して職員に周知（４月～） 

・ＭＩＥ職員力アワードの開催手法等の見直し、改善策の反映（４

月～） 

・改善・改革の意識・意欲の向上に向けて、若手職員等を対象

に業務改善にかかる研修を実施（10 月、２月） 

 

 

＜柔軟かつ弾力的な勤務形態の検討＞ 

・新型コロナウイルス感染症対策のため、在宅勤務及び時差出

勤勤務の試行的な取組・検証の実施（通年） 

・三重県職員障がい者活躍推進計画をふまえ、障がいのある職

員を交えた三重県職員障がい者活躍推進チームで、柔軟かつ

弾力的な勤務形態を検討（８月～２月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

継続 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜改定した「三重県職員人づくり基本方針」に基づく人材育成＞ 

・「三重県職員人づくり基本方針（令和２年３月改定）」をふまえ、 

重点的取組にかかる研修（動画による研修を含む）を実施しま

した。 

 

＜「挑戦する風土・学習する組織」に向けた業務改善取組の見

直し＞ 

・昨年度に、より効果的に活用できるよう見直した職員提案制

度について、新たな運用を開始するとともに、必要に応じて改良

を行いました。 

・ＭＩＥ職員力アワードは、制度の現状や課題をふまえて見直し

を進めるとともに、優良事例等のさらなる水平展開に取り組み

ました。 

・若手職員等の改善・改革への意識・意欲の向上に向けて、採

用２年目の全職員を対象に業務改善にかかる研修を実施した

他、希望者を対象にマインド醸成に向けた研修を実施しました。 

 

＜柔軟かつ弾力的な勤務形態の検討＞ 

・在宅勤務は、次年度から多様な働き方を目的とした制度として

スタートできるよう、各職場において在宅勤務ができる業務整理

を進めるなど検証をふまえて課題整理を行いました。 

・在宅勤務システムの円滑な運用に向けて、在宅勤務にかかる

イントラホームページや、マニュアルの整備・充実に取り組みま

した。また、新型コロナウイルス感染症第５波の際には、在宅勤

務システムの同時接続数を 1,300 から 2,000 に増強して対応し

ました。 

・障がいのある職員の柔軟かつ弾力的な勤務形態の制度化の

検討では、障がいのある職員の在宅勤務の優先利用等につい

て整理を行いました。 

＜改定した「三重県職員人づくり基本方針」に基づく人材育成＞ 

・引き続き、重点的取組であるコミュニケーションの充実、マネジ

メント能力の向上等について研修を実施します。 

 

＜「挑戦する風土・学習する組織」に向けた業務改善取組の見 

直し＞ 

・職員提案制度の運用実績において、応募提案のうち部局が参

考とした提案の割合が増加しています。 

・ＭＩＥ職員力アワードは、コロナ禍の中、デジタル技術を活用し

た運営の検討を進めるとともに、優良事例等の職員への周知・

利用の促進を図りました。 

・若手職員等を対象とした業務改善研修では、グループワーク

等による実践的な研修を行い、改善・改革にかかる意識・意欲

＜改定した「三

重県職員人づ

くり基本方針」

に基づく人材育

成＞ 

総務部人事課 

 

 

＜「挑戦する風

土・学習する組

織」に向けた業

務改善取組の

見直し＞ 

総務部行財政

改革推進課 

 

 

＜柔軟かつ弾

力的な勤務形

態の検討＞ 

総務部人事課 

デジタル社会

推進局スマート

改革推進課 

随時実施 

順次実施 

実施 検討 
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番

号 
具体的取組 工程 令和３年度 取組実績 

取組 

達成度 

取組状況 
担当課 

成果と課題、今後の方向性等 

の向上を図りました。 

・引き続き、今年度の実績等もふまえて検証を行い、改善・改革

に積極的に挑戦する組織づくりに向けて取り組んでいきます。 

 

＜柔軟かつ弾力的な勤務形態の検討＞ 

・多様な働き方を目的とした在宅勤務、時差出勤勤務制度は、

まずは、試行的な取組として実施しましたが、各職場での業務

上の課題等をふまえて引き続き、多くの職員が利用しやすい制

度として見直しを進めます。また、在宅勤務システムについて、

円滑な運用ができるよう在宅勤務環境の確保を図ります。 

・障がいのある職員の柔軟かつ弾力的な勤務形態の制度化

は、引き続き、障がいのある職員を交えた三重県職員障がい者

活躍推進チームで検討を進めます。 

 

2 ②スマート自

治体へのチャ

レンジ 

 

取組項目 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 

□ＡＩやＲＰＡの活用

等による業務改善

の推進 

 

□モバイルワークの

実証研究、実施 

 

□キャッシュレス決

済の導入検討 

 

□スマート自治体に

向けた推進体制の

構築 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

＜ＡＩやＲＰＡの活用等による業務改善の推進＞ 

・ＲＰＡについて、令和３年度に新たに適用を検討する所属、業

務の募集（８月）、調査（９月）、業務ヒアリング・選定、シナリオ作

成・テスト（９月～３月）、導入研修（11 月～２月） 

・業務量調査による業務改善へ取り組む所属・業務の募集（８

月）、改善取組（９月～３月）の実施 

・ＡＩ－ＯＣＲ、ＲＰＡについて、庁内向けに、導入・活用を支援す

る活用サイトを整備し、本格稼働を実施（８月） 

 

＜モバイルワークの実証研究、実施＞ 

・在宅勤務システム、モバイルワークシステムの運用（通年） 

・モバイルワーク専用端末（370 台）を全所属へ配付（８月～） 

・新たなテレワーク（在宅勤務、モバイルワーク）基盤のあり方検

討（４月～）（「スマート自治体を支える最適なネットワーク基盤

（ＤＸ推進基盤）」とあわせて検討） 

 

＜キャッシュレス決済の導入検討＞ 

○自動車税種別割、個人事業税、不動産取得税の納付におけ

る、スマートフォン決済アプリ等の追加及び導入 

・自動車税種別割の納付に令和２年度から導入したスマートフォ

ン決済アプリのＰａｙＢ（ペイビー）、モバイルレジに加え、ＰａｙＰａ

ｙ（ペイペイ）を導入（４月～） 

・自動車税種別割の納期内納付における利用状況の確認（６

月） 

 スマートフォン決済アプリを利用した納期内納付の実績 

  令和３年度 35,599 件（納期内納付全体の 5.4％）  

・個人事業税、不動産取得税の納付におけるコンビニ納付及び

スマートフォン決済アプリ（ＰａｙＢ、モバイルレジ、ＰａｙＰａｙ）の導

入（７月～） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

達成 

・行政のスマート改革と社会全体のＤＸの両面を部局横断的に

推進する組織として「デジタル社会推進局」を設置するとともに、

全庁を指導統括する最高デジタル責任者（ＣＤＯ）を置き、社会

全体のデジタル化に向けた推進体制を構築しました。また、ＤＸ

推進の核となる若手職員の育成に加え、全所属でＤＸについて

の職場研修を実施し、職員間の意識、理解の差の解消を図っ

たほか、意欲のある職員へのｅ－ラーニングの提供など、知識

の習得と活用能力向上等に取り組み、スマート改革を推進して

きました。加えて、Ｗｅｂ会議のライセンスの拡充、モバイルワー

ク端末の全所属への配付を行うとともに、希望所属を対象とし

たビジネスチャットの試行や、Ｗｅｂ会議システム、在宅勤務シ

ステムの研修動画を作成し、利用促進を図ったほか、ＲＰＡの適

用業務も拡充するなど、生産性向上、働き方改革の取組が進

展しました。 

・キャッシュレス決済では、自動車税種別割の納付にスマートフ

ォン決済アプリのＰａｙＰａｙを追加導入するとともに、個人事業

税、不動産取得税の納付にコンビニ納付及びスマートフォン決

済アプリ（ＰａｙＢ、モバイルレジ、ＰａｙＰａｙ）を導入しました。 

・使用料、手数料等へのキャッシュレス決済については令和３

年４月に導入し、安定的に運用を行っています。県民のさらなる

利便性向上を図るため、収入証紙による手数料の納付方法に

ついて、制度の現状や課題、今後の見直しの方向性について、

ワーキンググループで検討しました。 

・県直営集客施設（総合博物館、美術館、斎宮歴史博物館）に

おいて、昨年度末に導入したキャッシュレス決済の安定的な運

用を行っています。 

・県有施設等管理受託者（指定管理事業者、自動販売機設置

者、食堂運営事業者等）においてキャッシュレス決済の導入を

検討しました。 

 

・９月の新型コロナウイルス感染症第５波の際には在宅勤務シ

＜ＡＩやＲＰＡの

活用等による

業務改善の推

進＞ 

デジタル社会

推進局スマート

改革推進課 

 

 

＜モバイルワ

ークの実証研

究、実施＞ 

デジタル社会

推進局スマート

改革推進課 

 

 

＜キャッシュレ

ス決済の導入

検討＞ 

総務部税務企

画課 

出納局出納総

務課 

総務部総務課 

環境生活部文

化振興課 

 

 

 

 

実施 

順次実施 

検討 

検討 

検討 

順次実施 

検討 

実施 
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番

号 
具体的取組 工程 令和３年度 取組実績 

取組 

達成度 

取組状況 
担当課 

成果と課題、今後の方向性等 

・個人事業税の納期内納付における利用状況の確認（10 月） 

コンビニ・スマートフォン決済アプリを利用した納期内納付の

実績  令和３年度 3,459 件（納期内納付全体の 24.5％）  

・納税通知書へのチラシの同封、県ホームページへの掲載によ

る周知（通年） 

 

○使用料、手数料等へのキャッシュレス決済導入 

・税外収入の一部へのキャッシュレス決済等（コンビニ・スマート

フォン収納）の導入（４月～） 

・納入通知書へのチラシの同封、県ホームページへの掲載によ

る周知（通年） 

・利用状況を確認しながら、必要に応じて改善を実施（通年） 

・利用状況の確認 

利用実績 6,621 件 81,948,480 円 （３月末時点） 

     （対象納入通知書発行件数全体の 19.6％）                     

     うち  コンビニ収納     6,530 件 81,119,738 円 

         スマートフォン収納    91 件   828,742 円 

・県直営集客施設（総合博物館、美術館、斎宮歴史博物館）に

おけるキャッシュレス決済の利用（通年） 

利用実績（売上ベース） 14.9％ （３月末時点） 

 

○県有施設等管理受託業務 

・県有施設等管理受託者（指定管理事業者、自動販売機設置

者、食堂運営事業者等）における導入検討（通年） 

 

＜スマート自治体に向けた推進体制の構築＞ 

・組織改正の実施（４月～）  

行政のスマート改革と社会全体のＤＸの両面を部局横断的に推

進する組織として「デジタル社会推進局」を設置するとともに、全

庁を指導統括する最高デジタル責任者（ＣＤＯ）を置き、社会全

体のデジタル化を推進。その上で、スマート改革をより一層推進

するため、総務部スマート改革推進課をデジタル社会推進局に

移管、再編 

・ＤＸの推進に向けた人材育成 

全職員・市町職員の希望者を対象にマインド醸成に向けた研

修を実施（５月） 

全所属を対象に職場内研修を実施（11 月～３月） 

デジタル活用推進員をはじめ意欲のある職員を対象にｅ－ラ

ーニングを提供（11 月～３月） 

令和３年度のスマート人材育成のプログラム検討（４月～８

月）、公募（８月）、研修（９月～２月） 

・スマート自治体を支える最適なネットワーク基盤（ＤＸ推進基

盤）の検討（４月～） （「新たなテレワーク基盤のあり方」とあわ

せて検討） 

 

ステムやモバイルワークシステム、Ｗｅｂ会議を活用し、出勤制

限のある中でも概ね業務の執行を行うことができ、スマート改革

の取組は進展しました。一方、国では９月にデジタル庁が発足

するとともに、10 月には、デジタル田園都市構想が発表された

ほか、12 月にはデジタル社会の実現に向けた重点計画が閣議

決定されるなど、デジタル化への取組はよりスピードを増してい

ます。県においても、業務効率化・生産性の向上、県民目線の

行政サービス創出に向け、行政のＤＸに取り組んでいきます。 

・自動車税種別割、個人事業税、不動産取得税の納付におけ

るキャッシュレス決済の導入により、納税者の利便性が高まり、

納期内納付の推進や徴収率の向上につながりました。さらなる

納税環境の整備については、全国で準備が進められている

eLTAX の共通納税システムの拡大に取り組んでいきます。 

・導入済みの使用料、手数料等へのキャッシュレス決済につい

て、引き続き安定した運用を行うとともに、収入証紙による手数

料の納付方法については、ワーキンググループによる見直しの

方向性に基づき、次年度から具体的な見直しの検討を行いま

す。 

・引き続き、県有施設等管理受託業務において、それぞれの施

設等の性質を勘案のうえキャッシュレス決済の導入を検討し、

可能なものについては導入に向けて検討を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜スマート自治

体に向けた推

進体制の構築

＞ 

総務部総務課 

デジタル社会

推進局スマート

改革推進課 



4 

番

号 
具体的取組 工程 令和３年度 取組実績 

取組 

達成度 

取組状況 
担当課 

成果と課題、今後の方向性等 

3 ③コミュニケー

ションの活性化 

 

取組項目 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 

□より一層組織的に

仕事を確実に進め

る組織運営の検討 

 

□コミュニケーション

を促進する仕組み

づくり 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜より一層組織的に仕事を確実に進める組織運営の検討＞ 

・対話の頻度を増やす事例を紹介した「職場での人材育成の手

引」の再周知（４月） 

・新規採用職員トレーナー研修、新任班長等研修における人材

育成研修の検討、動画による研修の実施（６月～７月） 

・ブラッシュアップ研修における「マネジメント」をテーマとした研

修の検討、実施（４月～11月） 

・ワーク・ライフ・マネジメントシート等を活用した所属長との効果

的な面談の実施（４月～２月） 

 

 

＜コミュニケーションを促進する仕組みづくり＞ 

・面談・対話を重視したマネジメントに関する研修のプログラム

検討、実施（４月～８月） 

・ブラッシュアップ研修における「コミュニケーション」をテーマとし

た研修の検討、実施（４月～11月） 

・職場でのストレスを解消するためのここからルーム（健康開発

室）での医師、保健師等の産業保健スタッフによる相談対応や、

地共済健康ダイヤル等の第三者機関による相談の実施（通年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年度 

達成済 

＜より一層組織的に仕事を確実に進める組織運営の検討＞ 

・「職場での人材育成の手引」やＯＪＴにかかる新規採用職員ト

レーナー研修、新任班長等研修を実施し、チームで職員を育成

し、仕事を着実に進める支援を行いました。 

・「マネジメント」にかかる研修についてはコロナ禍もあり Zｏｏｍ

を利用したオンライン研修、e-ラーニング研修等の手法を工夫

して実施しました。 

・ワーク・ライフ・マネジメントシート等を活用し、所属長との効果

的な面談を進めました。 

 

＜コミュニケーションを促進する仕組みづくり＞ 

・「コミュニケーション」にかかる研修についてはコロナ禍もあり Z

ｏｏｍを利用したオンライン研修、e-ラーニング研修等の手法を

工夫して実施しました。 

・保健師によるこころと体の健康相談や復職等の支援の相談、

健康管理医によるストレスチェックで高ストレス者として判定さ

れた職員との面接実施のほか、必要に応じて、精神科医、臨床

心理士等による相談対応を行っています。 

・また、地方職員共済組合が行っている電話等による健康相談

やメンタル相談事業の利用について周知しています。 

 

＜より一層組織

的に仕事を確実

に進める組織運

営の検討＞ 

総務部人事課 

総務部総務課 

 

 

 

 

 

＜コミュニケーシ

ョンを促進する

仕組みづくり＞ 

総務部人事課 

総務部福利厚生

課 

 

＜より一層組織的に仕事を確実に進める組織運営の検討＞ 

・引き続き「みんなで担うＯＪＴ」を進めるため、「職場での人材育

成の手引」を見直すとともに、対話の頻度を増やし、チームで目

標に向かっていく取組を進めます。 

 

＜コミュニケーションを促進する仕組みづくり＞ 

・コミュニケーションは「三重県職員人づくり基本方針」の重点的

取組であることから、引き続き所属長の面談研修、コミュニケー

ションをテーマとした研修を様々な手法で実施します。 

・職場でのストレスを和らげ、対人関係が円滑にできるよう、引

き続き、セルフケアに関する研修、ここからルームでの医師や

保健師等によるこころと体の健康相談や復職等の支援を行って

いきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

随時実施 

実施 検討 



5 

番

号 
具体的取組 工程 令和３年度 取組実績 

取組 

達成度 

取組状況 
担当課 

成果と課題、今後の方向性等 

Ⅱ ～県民の信頼をより高めるために～【コンプライアンスの推進】 

4 

 

①コンプライア

ンス意識の向

上 

 

 

取組項目 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 

□コンプライアンス推

進体制の確立 

 

□「自分事」と捉える

仕組みの構築 

    

 

＜コンプライアンス推進体制の確立＞ 

・各部局等の総務担当課長等を参集してコンプライアンス推進

会議を開催し、昨年度末以降に発生した事例の共有・検証や再

発防止に向けた意見交換を実施（８月、１月） 

・コンプライアンスの徹底を図る具体的な取組を組織マネジメン

トシートへ記載し、進捗を管理（通年） 

・コンプライアンスハンドブックの改訂（４月） 

 

＜「自分事」と捉える仕組みの構築＞ 

・職員一人ひとりのコンプライアンス意識の向上を図るとともに、

所属におけるコミュニケーションの活性化と担当者の孤立感の

解消を図るため、各所属で個別面談方式によるコンプライアン

ス・ミーティングを実施（４月～５月、８月～９月、１月～２月） 

・知事、副知事、危機管理統括監をはじめ、各部長等からのコン

プライアンス等にかかるメッセージを、メールマガジンにて発信

（月１回） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  継続 

＜コンプライアンス推進体制の確立＞ 

＜「自分事」と捉える仕組みの構築＞ 

・コンプライアンス推進会議を開催し、事例の検証や再発防止

に向けた意見交換を行いました。 

・所属長との個別面談方式によるコンプライアンス・ミーティング

を通じて、職場内のコミュニケーションを活性化し、対話を通じ

組織的に業務を進める風通しの良い職場づくりを進めました。 

 

 

 

総務部行財政

改革推進課 

 

 

 

 

 

 

 

＜コンプライアンス推進体制の確立＞ 

＜「自分事」と捉える仕組みの構築＞ 

・引き続きコンプライアンスの推進に向け、コンプライアンス推進

会議を定期的に開催して取組内容の検討や進捗管理を行うと

ともに、職員のコンプライアンス意識を向上させる取組を実施す

るなど、全庁をあげてコンプライアンスの推進に取り組みます。 

 

 

 

 

 

順次実施 

検討 

 

実施 
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番

号 
具体的取組 工程 令和３年度 取組実績 

取組 

達成度 

取組状況 
担当課 

成果と課題、今後の方向性等 

5 ②組織として

的確に業務を

進める仕組み

づくり 

取組項目 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 

□的確に業務を進め

るための仕組みの

構築 

 

□業務に関する専門

知識の向上 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜的確に業務を進めるための仕組みの構築＞ 

・令和２年度に実施した「組織運営の見直し」の運用（令和３年

度の組織改正等をふまえ、本庁の班に「係長（主査級）」を、地

域機関の課に「課長代理（主査級）」を配置）（４月～） 

・「組織運営の見直し」の検証（10 月～11 月） 

・三重県公文書等管理条例の確実な運用（通年） 

文書事務のハンドブックの改訂（４月） 

令和３年度廃棄予定簿冊に係る審査会の開催（１月、３月） 

・内部統制制度の運用（通年） 

令和２年度内部統制の運用状況の自己評価をふまえ、基礎

評価及び独立的評価を実施し、評価報告書を作成（４月～７

月） 

  各所属において令和３年度リスクマネジメントシートの確定

（５月） 

  令和３年度内部統制の整備状況（リスク対応策の実施状況）

について段階的な評価を実施（９月～11 月） 

  令和２年度内部統制評価報告書を監査委員の意見を付して

県議会に提出（11 月） 

 各所属において内部統制の運用状況の自己評価を実施（３

月） 

 

＜業務に関する専門知識の向上＞ 

・新任班長における業務に関する専門知識（会計事務の適正

化、文書管理の適正化、情報公開・個人情報保護の適正な運

用、情報セキュリティ対策）の向上、ハラスメント防止にかかる研

修のプログラム検討と実施（e-ラーニング研修を含む）（４月～２

月） 

・職員が職務にかかる「能力」などを習得できるよう、ブラッシュ

アップ研修において能力向上をテーマとした研修の検討、実施

（４月～11月） 

・「知識・技能・情報収集力」、「調整力」、「発信・説明力」、「企

画・計画（段取り）力」等の能力を習得できる e-ラーニング研修

の検討、実施（４月～２月） 

・新規採用職員や新任所属長研修など、階層別研修においてコ

ンプライアンスに関する研修を実施（４月、７月～８月、11 月） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年度 

達成済 

 

＜的確に業務を進めるための仕組みの構築＞ 

・より一層組織として的確に業務を進める仕組みを構築するた

め、令和２年度に実施した「組織運営の見直し」に基づき、令和

３年度の組織改正等をふまえ、本庁の班に「係長（主査級）」を、

地域機関の課に「課長代理（主査級）」を配置しました。 

・三重県公文書等管理条例に基づき、公文書の適正な管理を

行っています。 

・不適切な事務処理や不祥事を未然に防止するため、内部統

制制度を運用し、評価部局において令和２年度内部統制評価

報告書をとりまとめ、県議会に提出しました。 

 

＜業務に関する専門知識の向上＞ 

・新任班長における業務に関する会計事務の適正化、文書管

理の適正化、情報公開・個人情報保護の適正な運用、情報セ

キュリティ対策向上の自己学習、ハラスメント防止にかかる e-ラ

ーニング研修を実施しました。 

・職員が職務にかかる「能力」などを習得できるよう、ブラッシュ

アップ研修において能力向上をテーマとした研修、e-ラーニング

研修を実施しました。 

・新規採用職員、新任所属長、新任班長、新任主任など、各階

層別にコンプライアンス研修を実施しました。 

 

＜的確に業務

を進めるため

の仕組みの構

築＞ 

総務部総務課 

総務部法務・文

書課 

総務部行財政

改革推進課 

 

 

＜業務に関す

る専門知識の

向上＞ 

総務部人事課 

総務部行財政

改革推進課 

 

＜的確に業務を進めるための仕組みの構築＞ 

・組織運営について、不適切な事務処理の防止、コミュニケー

ションの活性化、業務の見直しや効率化による組織力の向

上、人材の育成などの視点から、めざす効果が得られるよう、

引き続き、的確に運用していきます。 

・三重県公文書等管理条例について引き続き、確実に運用して

いきます。 

・内部統制制度については、監査委員や県議会からの意見を

ふまえ、より実効性のある制度となるよう継続的にブラッシュア

ップを図りながら運用していきます。 

 

＜業務に関する専門知識の向上＞ 

・引き続き、管理・監督職員である新任班長に対して専門知識

の向上、ハラスメント防止にかかる研修を実施します。 

・職務にかかる「能力」などを習得できるよう、集合研修、e-ラー

ニング研修等、多様な手法による研修を引き続き実施します。 

・不適切な事務処理や不祥事の再発防止に向けて、引き続き

階層別にコンプライアンス研修を実施します。 

順次実施 

検討 

 

順次実施 
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番

号 
具体的取組 工程 令和３年度 取組実績 

取組 

達成度 

取組状況 
担当課 

成果と課題、今後の方向性等 

Ⅲ ～県財政の健全化に向けて～【持続可能な行財政運営の確保】  

6 ①県財政の基

盤強化と機動

的かつ弾力的

な行財政運営

の確立 

取組項目 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 

□経常的な支出の

抑制 

 

□多様な歳入確保

策の推進 

 

    

 

＜経常的な支出の抑制＞ 

・超長期債（30年）の令和２年度発行割合を維持（９月～） 
・経常的な支出を抑制した令和４年度当初予算の編成（10月～
２月） 

・総人件費の抑制（通年） 

 

＜多様な歳入確保策の推進＞ 

・県税収入の確保 

【市町と連携した現年度滞納整理対策（現年度対策）の促進支援】 

各地域税収確保対策会議で説明、共有（５～６月） 

市町支援窓口の運営（通年） 

情報交換会等の開催など（随時） 

動画視聴、オンラインによる市町職員が参加できる研修の開

催（６月～11 月） 

三重県地方税収確保対策連絡会議で各地域の取組を報告

（２月） 

【市町及び三重地方税管理回収機構と連携した繰越滞納分滞

納整理の促進支援】 

各地域税収確保対策会議で報告、依頼（５～６月） 

機構の活動状況の報告（通年） 

機構との情報交換会（７月、９月、10 月、11 月、１月） 

三重県地方税収確保対策連絡会議で報告（２月） 

【個人住民税における特別徴収義務者の指定のさらなる徹底】 

個人住民税に関する課題検討会の開催（８月、11 月） 

検討結果を市町へ提供（10 月、11 月） 

令和３年度特別徴収の割合の分析、情報提供（10 月） 

 

・外部資金助成制度の情報を提供（４月～） 

・ネーミングライツの活用（４月～） 

  スポーツ施設：３施設【Ｒ２年度 ２施設】）、歩道橋：12 施設

【Ｒ２年度 10 施設】、都市公園：１施設【Ｒ２年度 １施設】 

  計 16 施設 15,530 千円 【R２年度 13 施設 13,230 千円】 

・クラウドファンディング事業の実施（４月～） 

５事業  6,495 千円 【R２年度 ４事業  3,628 千円】 

・財産の有効活用、未利用財産の売却等の促進  

未利用財産（土地・建物）の売却（通年） 

72,029 千円（10 件） 【R２年度 463,100 千円（11 件）】 

自動販売機設置場所の貸付（通年） 

99,093 千円（201 台） 【R２年度 95,105 千円（208 台）】 

広告付き案内地図の設置（通年）   

2,508 千円（２か所） 【R２年度 2,508 千円（２か所）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

継続 

＜経常的な支出の抑制＞ 

・持続可能な財政運営の確保に向けて、経常的な支出の抑制

を図るとともに、多様な財源確保の取組を推進しました。 

・簡素で効率的・効果的な業務執行が可能となる組織体制の整

備に努め、職員数の抑制を図りました。 

 

＜多様な歳入確保策の推進＞ 

・令和２年度に設置した市町支援窓口については、各地域にお 

いて市町との連携をより深め具体的な取組を進めています。 

また、三重地方税管理回収機構との連携、個人住民税にお

ける特別徴収義務者の指定の徹底については、これまでの取

組を継続し進めています。 

・これまでに実施してきた未利用財産（土地・建物）の売却や自

動販売機設置場所の貸付等の取組を継続するとともに、新規

の広告媒体による歳入確保に取り組みました。 

 

＜経常的な支

出の抑制＞ 

総務部財政課 

総務部総務課 

 

 

＜多様な歳入

確保策の推進

＞ 

総務部税収確

保課 

総務部財政課 

総務部管財課 

 

＜経常的な支出の抑制＞ 

・今後も、持続可能な財政運営の確保に向けて、経常的な支出

の抑制や多様な財源確保の取組を継続していきます。 

・総人件費については、引き続き全体数の抑制を図りつつ、選

択と集中を行い、多様な行政ニーズに的確に対応していきま

す。 

 

＜多様な歳入確保策の推進＞ 

・市町支援窓口については、研修会・情報交換会の開催、管内

市町と連携した差押強化月間の広報や共同滞納整理など各地

域の実情に応じた取組を進め、市町とより連携を深めることが

できました。各地域の取組をさらに発展させるため、納税課長

会議等で先進的な取組などの情報共有を行いながら県税収入

の確保に努めていきます。 

また、令和４年度から個人県民税対策の強化策として、三重

地方税管理回収機構徴収第二課の機能を拡充するなど、機

構、市町、県が連携し、徴収対策を促進していきます。 

・新たな歳入を確保するため、今年度から県庁エレベーターへ

広告を設置しました。 

・未利用財産（土地・建物）の売却に必要となる境界確認等の手

続きを進めています。 

・引き続き、「第三次みえ県有財産利活用方針」（令和２年３月

策定）に基づき、未利用の県有財産の有効活用及び売却に取

り組むとともに、「みえ公共施設等総合管理基本方針」（平成27

年３月策定）に基づき、長期的な視点に立って、県有財産の保

有及び利活用の状況が最適なものとなるよう取り組みます。 

実施 

実施 
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番

号 
具体的取組 工程 令和３年度 取組実績 

取組 

達成度 

取組状況 
担当課 

成果と課題、今後の方向性等 

   エレベーター広告の掲出（契約４月、掲出７月～） 

  317 千円（４機）  ※R３年度 新規 

公用車等への広告掲載（通年）  

2,032 千円（65 台） 【R２年度 1,981 千円（64 台）】 

   

7 ②多様化する

県民ニーズに

応えるための

取組の推進 

 

取組項目 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 

□県民参加型予算

の導入 

 

□事務事業の積極

的な見直し 

 

□県有施設見直し

の着実な推進 

 

    

＜県民参加型予算の導入＞ 

・事業提案の募集（６月～８月） 

・部局における事業構築（９月～11 月） 

・知事査定（１月） 

・令和４年度当初予算への反映（２月） 

 

＜事務事業の積極的な見直し＞ 

・令和４年度当初予算編成において事務事業の積極的な見直し

（10 月～２月） 

 

＜県有施設見直しの着実な推進＞ 

・県有施設見直しの着実な推進（通年） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

継続 

＜県民参加型予算の導入＞ 

＜事務事業の積極的な見直し＞ 

・「みえＤＸアイデアボックス」も活用し、県民等からアイデアや意

見などを広く募集し、それらのアイデア等をもとに「県民提案枠」

として令和４年度事業を構築しました。 

・令和３年度実施事業について、令和４年度当初予算編成過程

において、複数の事務事業の統合を行ったほか、廃止・休止に

よる事務事業の見直しを行いました。 

 

＜県有施設見直しの着実な推進＞ 

・県有施設見直しの着実な推進に取り組みました。 

 

＜県民参加型

予算の導入＞ 

総務部財政課 

 

 

＜事務事業の

積極的な見直

し＞ 

総務部財政課 

 

 

＜県有施設見

直しの着実な

推進＞ 

総務部行財政

改革推進課 

＜県民参加型予算の導入＞ 

＜事務事業の積極的な見直し＞ 

・今後も、財源を有効に活用しメリハリのある予算編成を実現す

ることにより、県民ニーズに応えられるよう取り組んでいきます。 

 

＜県有施設見直しの着実な推進＞ 

・見直しによる維持管理費の抑制と、新たな県民ニーズへの対

応や県民サービスの向上をめざし、引き続き見直しの着実な推

進に取り組んでいきます。 

 

 

実施 

実施 

実施 


